
四日市市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規

則をここに公布する。 

平成２７年３月２６日 

四日市市長  田 中 俊 行   

 

四日市市規則第２４号 

   四日市市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規

則 

第１条 四日市市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成２１年

四日市市規則第４４号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０

年法律第８７号。以下「法」とい

う。）、長期優良住宅の普及の促進

に関する法律施行令（平成２１年政

令第２４号）及び長期優良住宅の普

及の促進に関する法律施行規則（平

成２１年国土交通省令第３号。以下

「省令」という。）の施行に関し必

要な事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０

年法律第８７号。以下「法」とい

う。）の規定による長期優良住宅建

築等計画の認定の申請及び審査に関

して必要な事項を定めるものとす

る。 

  

 （事前相談） 

第３条 法第５条第１項から第３項、

法第８条第１項又は法第９条第１項

の規定による認定の申請をしようと

する者は、当該申請を円滑に行うた

め事前相談をすることができる。 

  



第３条 （略） 第４条 （略） 

  

第４条 （略） 第５条 （略） 

  

（市長が定める図書） （市長が定める図書） 

第５条 省令第２条第１項の規定によ

り市長が必要と認める図書は、別表

第１の（ア）欄の区分に応じ、それ

ぞれ（イ）欄に定めるものその他認

定の申請審査において必要と認める

図書とする。 

第６条 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律施行規則（平成２０年国

土交通省令第３号。以下「省令」と

いう。）第２条第１項の規定により

市長が必要と認める図書は、別表第

１の（ア）欄の区分に応じ、それぞ

れ（イ）欄に定めるものその他認定

の申請審査において必要と認める図

書とする。 

２ 省令第２条第１項の表に掲げる付

近見取図は、第１４条第４号ア又は

イに定める区域が分かる縮尺２，５

００分の１程度の都市計画基本図と

する。 

２ 省令第２条第１項の表に掲げる付

近見取図は、第１３条第４号ア又は

イに定める区域が分かる縮尺２，５

００分の１程度の都市計画基本図と

する。 

３ （略） ３ （略） 

  

（計画の通知）  （計画の通知） 

第６条 市長は、法第６条第２項の規

定による申出を受けた場合は、第４

条第１項（同条第３項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により提出された図書を添え

て、当該申出に係る長期優良住宅建

築等計画を建築主事に通知するもの

とする。 

第７条 市長は、法第６条第２項の規

定による申出を受けた場合は、第５

条第１項（同条第３項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により提出された図書を添え

て、当該申出に係る長期優良住宅建

築等計画を建築主事に通知するもの

とする。 

  

第７条 （略） 第８条 （略） 



  

第８条 （略） 第９条 （略） 

  

第９条 （略） 第１０条 （略） 

  

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

  

（法第９条第１項に規定する変更の

認定の申請） 

 

第１１条 省令第８条に規定する添付

図書のうち変更に係るものは、法第

９条第１項の規定による変更の認定

を申請する場合にあっては、売買契

約書の写し、登記事項証明書等とす

る。 

 

  

（軽微な変更）  （軽微な変更） 

第１２条 法第１０条第１項に規定す

る認定計画実施者は、認定を受けた

長期優良住宅建築等計画について省

令第７条各号に規定する軽微な変更

をしたときは、軽微な変更届（第５

号様式）の正本及び副本各１通に、

それぞれその内容が分かる図書を添

えて、これらを市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更の

内容を記載した第１５条第２項の工

事完了報告書にその内容がわかる図

書を添えて提出する場合にあって

は、この限りでない。 

第１２条 法第１０条第１項に規定す

る認定計画実施者は、認定を受けた

長期優良住宅建築等計画について省

令第７条各号に規定する軽微な変更

をしたときは、軽微な変更届（第５

号様式）の正本及び副本各１通に、

それぞれその内容が分かる図書を添

えて、これらを市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更の

内容を記載した第１４条第２項の工

事完了報告書にその内容がわかる図

書を添えて提出する場合にあって

は、この限りでない。 

  

（地位の承継の承認の申請）  



第１３条 省令第１２条に規定する地

位の承継の事実を証する書類とは、

売買契約書の写し、登記事項証明書

等とする。 

 

  

第１４条 （略） 第１３条 （略） 

  

第１５条 （略） 第１４条 （略） 

  

（建築等の状況報告） （建築等の状況報告） 

第１６条 認定計画実施者は、法第１

２条の規定により認定長期優良住宅

の建築及び維持保全の状況について

報告を求められたときは、速やか

に、認定長期優良住宅状況報告書

（第８号様式）に報告内容を説明す

るための図書を添えて、これらを市

長に提出しなければならない。 

第１５条 認定計画実施者は、法第１

２条の規定により認定長期優良住宅

の建築及び維持保全の状況について

報告を求められたときは、速やか

に、認定長期優良住宅状況報告書

（第８号様式）の正本及び副本各１

通に報告内容を説明するための図書

を添えて、これらを市長に提出しな

ければならない。 

  

第１７条 （略） 第１６条 （略） 

  

第１８条 （略） 第１７条 （略） 

 

改正後 



別表第１（第５条第１項関係） 

 （ア） （イ） 

(1) 第３条の規定により性能評価機関の

技術的審査を受けた場合 

性能評価機関が発行する第３

条各号に掲げる基準の全てに

適合していることを証する書

類（以下「適合証」とい

う。）の写し 

(2) 第３条の規定による審査を受けない

場合であって、法第６条第１項第１

号に掲げる基準に適合した品確法第

６条第１項に規定する設計住宅性能

評価書の交付を受けたとき 

設計住宅性能評価書の写し 

(3) 第１４条の基準が適用される場合 当該基準に適合することを判

断するために必要な図書 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) 長期使用構造等とするための措置及

び維持保全の方法の基準（平成２６

年国土交通省告示第１５３号）第３

に定める長期使用構造等とするため

の措置と同等以上の措置が講じられ

ていることの審査を要する場合 

当該措置が講じられている旨

を説明した図書又は特別評価

方法認定書の写し 

(7) （略） 
 

 

改正前 



別表第１（第６条第１項関係）  

 （ア） （イ） 

(1) 第４条の規定により性能評価機関の

技術的審査を受けた場合 

性能評価機関が発行する第４

条各号に掲げる基準の全てに

適合していることを証する書

類（以下「適合証」とい

う。）の写し 

(2) 第１３条の基準が適用される場合 当該基準に適合することを判

断するために必要な図書 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) 長期使用構造等とするための措置及

び維持保全の方法の基準（平成２１

年国土交通省告示第２０９号）第３

に定める長期使用構造等とするため

の措置と同等以上の措置が講じられ

ていることの審査を要する場合 

当該措置が講じられている旨

を説明した図書又は特別評価

方法認定書の写し 

(6) （略） 
 

 

改正後  

別表第２（第５条第３項関係）  

 （ア） （イ） 

(1) 第３条の規定により性能評価機関の技

術的審査を受け、適合証の写しを添付

した場合 

各種計算書のうち次に掲げる

もの 

ア 耐震等級の算出に必要な

構造計算書 

イ 断熱等性能等級の算出に

必要な計算書 

(2) （略） 

(3) （略） 
 



 

 

改正前  

別表第２（第６条第３項関係）  

 （ア） （イ） 

(1) 第４条の規定により性能評価機関の技

術的審査を受け、適合証の写しを添付

した場合 

各種計算書のうち次に掲げる

もの 

ア 耐震等級の算出に必要な

構造計算書 

イ 省エネルギー対策等級の

算出に必要な計算書 

(2) （略） 

(3) （略） 
 

 第１号様式から第４号様式までを次のように改める。 

 






























